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本研究は、森林機能の評価を実施するとともにステークホルダーの価値構造を解明した。 
従来から、地域の環境財である森林は、これまで森林所有者の自己負担を伴いながら整

備され保全されてきた。現在木材の価格の低迷等による所有者の林業経営意欲の減退は森

林の荒廃を引き起こし、公益的な機能の低下が危惧されている。住民が等しく恩恵を受け

ている森林を住民で支える社会的なシステムの構築が必要となってきている。 
そこで表明選好法による環境評価手法である仮想評価法（ＣＶＭ）を用いて「森林機能」

を+評価し、「新しいステークホルダー」である都市住民に支えられた森林政策を模索する

ために森林にたいするステークホルダーの価値構造を分析した。すなわちアンケート調査

で３つの階層構成を設計し、①森林機能への関心度と、②新たな森林整備事業を実施する

と仮定した場合のＷＴＰ（支払意志額）を把握し、③同じステークホルダーのもつ環境に

対する意識及び個人属性を尋ねて、ＷＴＰの構成要素を定性的に解明した。 

このように標準化されたＣＶＭの手法に基づいてＷＴＰを求め、その構成要素に絡めた

のは、ＣＶＭの政策貢献上の欠点を補おうとするためである。すなわちＣＶＭは従来、価

値が評価しにくい環境財の評価法として確立されてきたが、調査にバイアスがかかりやす

く、ＷＴＰの精度に幅があるといった欠点が指摘されてきた。そこでＣＶＭを補強するた

めにクラスタ分析とクロスさせることによって、意識要素と重要度がＷＴＰにもつ程度と、

堅固な価値構造が解明された。 

分析結果から、森林に対するステークホルダーの意識構造として大きく３つのグループ

（「消極型環境グループ」「積極型環境グループ」「環境無関心グループ」）が析出された。

また、これと CVM の結果をクロスさせることで、「環境グループ（消極型＋積極型）」「環境

無関心グループ」の間に統計的に有意なＷＴＰの差が見られる要素が析出された。 

本研究により、森林に関するステークスホルダーの価値構造は３カテゴリーで構成され、

個人の環境意識を高め政策誘導することで構成要素が変動し、カテゴリー間が流動化する

ことが解明された。このようなステークホルダーの堅固な価値構造とその変動要因がさら

に解明されれば、政策形成におけるシミュレーションが精緻となるであろう。 

 
 



（別紙） 
この研究成果は環境科学会年会（2007 年 9 月 11 日）において一般講演された。 

（出典：社団法人環境科学会 2007 年会：一般講演・シンポジウム：プログラム２Ｂ－０４ P.８０～８１） 

 

森林機能の環境評価とステークホルダーの価値構造について 
 
姫野順一（長崎大学環境科学部）・野本幸治（長崎大学生産科学研究科） 
 
１．はじめに 

地域の環境材である森林は、これまで森林所有者の自己負担を

伴いながら整備され保全されてきた。いわば森林の公益的な機能

の保全を川上である山村に負担させ、川下に位置する都市住民は

その恩恵をフリーライドしてきた。現在木材の価格の低迷等によ

る林業経営意欲の減退は森林の荒廃を引き起こし、公益的な機能

の低下が危惧され、すべての住民が等しく恩恵を受けている森林

をすべての住民で支える社会的なシステムの構築が必要となって

きている。 

本論が問題とするのはこの環境保全に絡んで「森林機能」の評

価法を考察することである。「新しいステークホルダー」である

都市住民を考慮に入れた価値構造を解明するとともに、森林保全

に重心を置いた合理的な政策設計について考察する。 

２．調査方法 

これまで対面方式や無作為抽出による郵送のアンケート調査が一

般的な調査であるが、今回インターネットを利用した調査を行っ

た。バナー広告を平成 18 年 12 月 1 日から平成 18 年 12 月 31 日ま

で地元新聞の HP 上に掲載し、バナー広告に興味を持った人がクリ

ックすることにより研究室 HP にリンクしアンケート用のページ

に移動することとした。最終的には 168 通回収し、全回収数のう

ち未記入のものを除いた 151 通を解析に使用した。 

 CVM 調査で作成したアンケートでは、３つの構成にして、①森

林機能の関心度に関する調査として回答者が重視する森林機能、

②WTP を尋ねる形式は、新たな森林整備事業を実施すると仮定し

た場合の増加する税金の支払について、③回答者の環境に対する

意識（環境問題への関心、リサイクル等の環境行動、キャンプ等

の野外活動、ボランティア等に対する積極性）個人属性（性別、

年代、居住地、年収等）を尋ねた。 

３．分析結果 

CVM は従来、価値が評価しにくい環境財の評価法として確立さ

れてきたが、①調査にバイアスがかかりやすい。従って②支払意

思額の精度に幅があるといった欠点が指摘されてきた。そこで本

論文では CVM を補強するためにクラスタ分析とクロスさせるこ

とによって、意識要素と重要度がＷＴＰつまり価値構造とどのよ

うに関わるのかを分析した。 
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      図１ 環境に対する意識調査 

 

図２ ステークホルダーが重視する森林機能 

まず調査結果からクラスタ分析を用いて、回答者を「環境に

対する意識」を平方ユークリッド距離によるクラスタ分析をおこ

なったところデンドログラムが構成された。なお、クラスタごと

の結合は Ward 法を使用した。 

第１段階 

クラスター間の平方ユークリッド距離の計算 

132

120

100

71 70 70

60 58
53

48 47 46 46
39 36 34

27
23

0

20

40

60

80

100

120

140

二
酸
化
炭
素
の
吸
収

生
態
系

の
保
全

土
砂
災
害
の
防
止

水
害
の
緩
和

水
質

の
浄
化

大
気

の
浄
化

木
材
等

の
生
産

の
場

気
温
上
昇
の
緩
和

林
産
物

の
生
産

の
場

海

へ
の
養
分
供
給

の
場

渇
水
の
防
止

森
林
浴
な

ど
保
養
の
場

ﾚ
ｸ
ﾘ
ｴ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
の
場

景
観

・
風
致

の
主
体

風
害
の
緩
和

地
域
性
等

の
形
成
の
場

燃
料
材
等

の
生
産

の
場

騒
音
の
防
止



 

 

第２段階 

  クラスター間の結合（Ward 法） 

 
 

このデンドログラム Rescaled Distance Cluster Combine がレベル 10

の部分で切ると大きく３つのグループに分類することができる。 

 このグループの特徴を探るため３つのクラスタを独立変数、環

境に対する意識を従属変数として１要因３水準の分散分析をおこ

なった。 

  

以上の分析結果から、森林に対するステークホルダーの意識構

造として大きく３つのグループ（「環境グループ（消極型）」「環境

グループ（積極型）」「環境無関心グループ」）に分類された。それ

ぞれのグループは個人属性と森林に対する重要度から以下のよう

な特徴が統計的に優位な差が見られた。 

 消極型環境グループ　 （全体の３６％）

 環境に対する意識が高い

 環境行動に対する意識が高い

 自然とふれあう機会が少ないので、自然に対する
 知識はあるものの野外での実体験に乏しく、森林
 の「保健・レクリーション機能」についてあまり重要
 性を認めていない

 ボランティア等の参加も少ない

30 歳代男性が多く、中間クラスの年収がある。 

 

 活動型環境グループ （全体の３３％）

 環境に対する意識が高い

 環境行動に対する意識が高い

 さらに自然にふれあう機会も多い

 ボランティア等の参加も積極的である

40 歳代男性が多く、中間クラスの年収がある。 

 

 環境無関心グループ （全体の３０％）

 環境に対する意識が低いので自然や森林の機能
 などの知識・認識が低い

 環境行動に対する意識も低い

 自然にふれあう機会も少ない

 ボランティア等の参加はしている

20 歳代の女性が多く、所得は低い傾向にある。 

 

またＣＶＭ分析からは森林に対する価値構造は「環境グループ

（消極型＋積極型）」「環境無関心グループ」のグループ間に統計

的に有意なＷＴＰの差が見られた。 

 
図―３ 仮想事業に対する支払い意志額 
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  図―４ステークホルダーの価値構造 

 

４．結論 

森林に対するこのステークスホルダーの価値構造のそれぞれ３

カテゴリーに属する個人は独立・固定しているわけではない。環
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境意識を高め、また政策効果がステークホルダーに還元されてい

ることが自覚されればカテゴリー間を移動する流動的な意識構造

である。 

以上のように解明してきた「ステークホルダーの価値構造」に

基づけばより効果的で効率的な事業の実施が可能となり、従来の

行政サイドからする一方的な政策ではなく、「ステークホルダー

の参加」による環境教育・森林環境保全税等の企画・計画立案・

実行・評価のサイクルが可能となる。 


